
第 6部　ICTクラスター

政策診断

ICTクラスター
問 16　中小企業に関する政府の政策

中小企業や起業家に対して政府はどのような政策をもっているか？

レベル 1 中小企業に関する政策・戦略の策定を担う国または地方レベルの機関が存在しない。政
府承認の中小企業戦略はない。

レベル 2 政府は中小企業に関する政策・戦略の策定を担う機関を設立したが、予算、人材、権限
の面で不十分。政府承認の中小企業戦略はあるが、周知徹底や実施が不十分。

レベル 3 十分な予算と人材の裏付けがある中小企業庁が設立されている。中小企業育成戦略が承
認され、実施されている。

レベル 4 中小企業庁は地域の起業家に対する周知徹底の体制ができており、政府が政策・戦略の
変更を行う際は、中小企業セクターと実効的な協議を行う。

レベル 5
中小企業庁は安定的な行政事務をとり行い数年が経過している。政策目標について明確
な基準をもち、その基準に従って進捗状況をモニタリングしている。計画、実施、モニ
タリングの各段階において参加型の仕組みが整備されている。
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問 17　企業の新規登記
企業の登記に関する規制枠組みはどうなっているか？

レベル 1 新興企業に対する免許付与や登録に関する条件が 6 つ以上ある。登録まで 50 日を超え、
登録料も 500 米ドルを超える。有限会社の最低払込資本は 3,000 米ドルを超える。

レベル 2 政府は免許付与・登録の簡略化に着手したが、まだ実質的には改善されていない。
レベル 3 政府は企業登録の用紙または窓口を一本化した。

レベル 4
登録手続きの一本化により、登録に必要な日数や費用が優良基準とされる 3 日未満と
210 米ドル未満まで下がっている。政府は一定の日数以内に異議がなければ自動的に認
める政策を導入している。

レベル 5 免許付与・登録の手続きは包括的見直しがされ、起業時だけではなくその後の運営に至
るまで、建築許可や環境基準、工業規格を含めた簡略化が進んでいる。

問 18　中小企業金融
中小企業の資金調達のしやすさはどの程度か？

レベル 1
銀行セクターが未発達（M2 が GDP の 30％未満）。担保登録に関する規制枠組みやキャ
ッシュフローに基づく信用分析能力がないため、中小企業が融資を受けるのは難しい。
専門の小規模金融機関がない。

レベル 2
担保付き取引に関する法律が整備され、土地登録制度が実施されている。銀行はキャッ
シュフローに基づく信用分析に関する人材開発を進めている。マイクロファイナンス機
関が業務を開始している。

レベル 3
銀行はキャッシュフロー分析に基づく中小企業融資の手続きを導入している。土地や動
産の担保化が容易。マイクロファイナンス機関は業務を拡大し、規制枠組みのなかで採
算性を獲得している。

レベル 4
リース、シード・キャピタル 104、早期のベンチャー・キャピタルなど、様々な中小企業
金融が受けられる。株式市場が発展し始めており（取引高が GDP の 3％超）、信用調査
機関も業務を開始している。銀行の規制が策定・実施されている。

レベル 5
民間セクター向け国内信用が GDP の 30％を超えている。中小企業は不公平な融資制限
を受けていない。破産法、会社法が整備されている。企業統治が強化され、IAS が標準
会計基準として採用され、財務諸表は企業の真の財務状態をおおむね正確に示している。

問 19　起業家支援の質
起業家支援の質はどの程度か？
レベル 1 起業家に対する体系的な事業相談サービスはない。企業インキュベーターも存在しない。
レベル 2 事業相談サービスが政府機関や民間機関によってある程度行われている。

レベル 3 事業相談サービスは民間により効率良く実施されている。このサービスは、相応の料金
を徴収し財務的に自立することが奨励されている。

レベル 4
事業相談は、慎重を期した需要調査に基づき多様なサービスを提供している。パートナ
ー探し、マーケティング、法律相談、専門研修などのサービスを提供できる。相談業務
と融資が関連している。

レベル 5

知的所有権（IPR）105 の譲渡、起業教育、専門相談サービス、インキュベーションとベ
ンチャー・キャピタル融資、並びに起業家、ベンチャー投資及び経営陣のマッチングなど、
総合的な起業家支援の拠点としての役割を大学が果たしている。インキュベーターは透
明性の高い企業理念により運営がなされ、ほかのインキュベーターと国際的なネットワ
ークを構築している。

104 立ち上げ直後のベンチャー企業に投資する投資ファンドのこと。
105 IPR: Intellectual Property Right。人間の知的活動によって生まれた著作物や、商標、発明などを保護する

ための権利のこと。知的財産権とも呼ばれる。



問 20　クラスターの形成
当該地域は産業クラスターの利点をどの程度享受しているか？
レベル 1 当該地域には、高度な専門能力を有する企業の集積がない。起業支援機能もない。

レベル 2 当該地域ではハイテク企業の集積が始まっている。事業相談、融資などの専門サービス
がある。

レベル 3
当該地域には、ハイテク企業が高度な集積を形成しており、企業間の交流で相乗効果が
生まれている。 ベンチャー・キャピタル・ファンド、会計、コンサルティング、法律事
務所などの専門的な財務・経営関連サービスが発達している。

レベル 4
大学や研究機関が当該地域における情報知識交流の拠点として機能している。大学はそ
の知的所有権（IPR）を企業に譲渡するとともに、企業に対して教育、財政支援、共同
研究事業を実施し、トータルな起業支援機能を果たしている。

レベル 5

フォーマル及びインフォーマルな社会的文化的ネットワークが形成されており、若い起
業家がメンタリングを受けたり、情報や資本にアクセスしたりできるようになっている。
文化活動や社会的結合を推進するボランティア組織が発達している。当該地域には経済
活動だけでなく、行政サービス、医療施設、文化イベント、生活を豊かにするアメニテ
ィも集中している。



産業クラスターとは、通常、技術集約型の工程や設計を専門とする小規模ビジネスがある特定
の地域に集積していることを指す。企業間の物理的な距離が近いことから人的交流が容易であ
り、分業体制が緊密なことから、クラスターの構成員は競争力の点で有利である。それでは、
クラスターはどのように機能しているのだろうか。

本章のトピック

第 22 章　産業クラスター

22-1　そもそもクラスターとは何か？

「クラスター」という言葉は、我々がどのよう
に生き、どのように働いているのかを描いたり、
企業が何らかの形でやっていることを描いたり
するものだろうか。それとも、ニューエコノミー
における経営上の課題を論じていることを踏ま
えると、学術的な性格が強い言葉なのだろうか。
クラスターはそのどちらも当てはまるといえる
が、立場の違いはあれ、次に示すような意味で
使うことが通例となっている。

（1）関連する産業の地理的集積
特定の産業あるいは関連する複数の産業にお

ける企業（大企業及び中小企業を含む）の空間
的地理的集中を「クラスター」と呼ぶ。一般的
に、同一産業内の企業が集積している地域は工
業団地（Industrial Districts）として知られ、イ
タリアのモデナにあるニット産業のクラスター
がその一例である。複数の関連産業から多くの
企業が参加して形成されるクラスターの代表例
はシリコンバレーであり、IT、通信、ベンチャー
キャピタル、バイオテクノロジーなどの関連産
業の企業が多数集積している。このような集積
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には、企業やバイヤー、サプライヤー、流通業者、
教育機関、政府機関などからなるバリューチェー
ン 106 とサプライチェーンも含まれている。

（2）近接性によって取引コストを削減する
企業と支援組織が地理的に近い位置にあるた

め、商取引が容易で、取引コストは削減され、
知識・情報の共有が進む。

（3）知識の伝播（スピルオーバー）
クラスター全体及びその構成組織間における

知識の利用可能性の強化、いわゆる「知識の伝播」
により、学びを促す環境が整備される。これは、
組織同士が地理的に近いことと、共通の利益の
ために相互に依存していることで可能となる。

企業はなぜ集中することを選択するのか？
ある特定の地域に企業があえて集積する理由

は多岐にわたり、歴史的にも説明することがで
きる。以前は、ある地域における天然資源の利
用可能性が企業の集積及び知識基盤の地域的共
有の大きな要因であったが、現在では（技術、
工程、設計に関する）知識そのものが生産要素
として企業を引きつけ、集積した企業同士が競
争しつつもノウハウを学び合う要因となってい
る。このようにしてある地域が専門性をもつよ
うになるが、それはもはや単なる企業の集積で
はなく、発想や技術、ノウハウ、ベンチャー資源、
関連技能などの集積である。

22-2　産業クラスターとは何か？

「産業クラスター」とは、比較的狭い地域に複
数の関連する産業が地理的に集積したものをい
う。集積したこれらの企業は、一般に同一産業
内の川上及び川下の活動において、補完または
競合する関係となっているが、他方で製品の設
計、試作、製造及びマーケティングを行う企業

が集積したものもある。いずれにせよ、クラス
ターとはおおむね相互依存関係にある産業にお
ける中小企業がグループとなったものであり、
ある地域の富の創造を促進するものである。ク
ラスター全体が一つのシステムとして機能する
ことで、企業の単なる寄せ集めとは比較になら
ないほどの効率性、柔軟性及び革新性を発揮し
ている。

シリコンバレー：ICT産業クラスター
ICT 関連産業において、カリフォルニアのシ

リコンバレーは典型的な産業クラスターであり、
情報通信、通信デバイス、ソフトウエア及びそ
のアプリケーションにおける活力ある先進産業
が高度に集積している。この産業集積は、クラ
スター内のベンチャーキャピタルや研究機関な
どの起業家支援メカニズムにより支えられてい
る。

コモ（イタリア）：ファッション繊維産業のクラ
スター

繊維産業では、イタリア北部のコモが、ネク
タイ、スカーフ、婦人服の生産を手がける中小
の製造業者が数百も集積するクラスターとして
知られている。これらの製造業者はデザイン、
染色、コーミング、仕立てなどを高度な技術で
専門としており、これらの各工程はさらに専門
度の高い構成単位により分業化が高度に進んで
いる。

東京・蒲田（日本）：金属・プラスチック加工産
業のクラスター

金属加工・プラスチック加工産業のクラスター
の例としては、東京・蒲田が挙げられる。高度
な技能を有する中小企業 1 万社以上が相互に関
連しながら、柔軟かつ先進的な基幹製造業を構
成し試作品を生み出すことで、高品質な日本の
エレクトロニクス産業を支えている。

106 Value Chain ：製品やサービスを顧客に提供するという企業活動を、調達／開発／製造／販売／サービス
といったそれぞれの業務が一連の流れのなかで順次、価値とコストを付加・蓄積していくものととらえ、
この連鎖的活動によって顧客に向けた最終的な “ 価値 ” が生み出されるとする考え方。



中小企業のクラスターが大企業よりも効率的な
理由

需要及び技術が安定していれば、規模の利益
が働き、垂直的に統合された大企業による大量
生産が行われる。この場合、小規模生産を行う
中小企業の集積は、非効率とされ、合理化の対
象と位置づけられる。

活力ある先進産業
しかし、日々革新する産業のように需要変動

及び技術革新が急速な場合、多品種少量生産と
なり、研究開発のスピード、設計、プロトタイ
ピングが競争力の鍵となる。このような活力あ
る先進産業においては、需要の変化への効率的
な対処という観点から、必ずしも大企業的な構
造が最適とはいえない。規模は小さいが技術力
が高い企業が協働した方が、柔軟性あるいは新
製品の開発のスピードやコスト面においても有
利である。ICT、ファッション、エレクトロニ
クスなどの活力ある先進産業において、典型的
な産業クラスターが出現・存続する理由はここ
にある。

22-3　産業クラスターと従来の「産業セク
ター」との違いは何か？

産業クラスターとは、サプライヤーから最終
製品まで広義の産業の価値連鎖（バリューチェー
ン）全体をいい、各種支援や専門インフラを含
んでいる。クラスターとは、財・サービスのフロー
並びに関連産業の地理的集積により結びついて
いる産業群であり、このフローは、その産業群
と経済全体を結びつけているフローよりも強い。

産業クラスター分析とは何か
産業クラスター分析とは、地域経済の理解を

深めるツールである。当該地域が比較優位を有
する経済分野を特定し、地域経済発展の短期的
及び長期的な戦略を策定することを目的とする。
産業クラスター育成の環境整備が地域の繁栄に
つながる。

産業クラスターの成功
ほかの地域よりも生産力、生産性及び成長率

の面で優位である場合、その産業クラスターは
比較優位性を有すると判断される。地理的近接
性と共通の目標に起因するほかの優位性を集積
産業が享受するためには、地域インフラ及び協
働の取り組みが必要となる。ある地域において
比較優位性を有する産業の労働人口が、その地
域の労働人口全体の 50％以下である場合でも、
その産業がほかの産業部門を牽引する役割を果
たす。集積産業を支え、広範な産業集積に影響
を与えているのが、労働者、発明者、地域社会、
政府や教育などの諸制度などである。

22-4　地域クラスターの主な要因

地域クラスターとほかのクラスターの違いを
決定づける主な要因は次の通りである。
・ 地理的規模：サプライヤー、顧客、支援サー

ビス、諸制度の範囲
・ 範囲：世界／国／地域／局地
・ 密度：数値と経済的比重
・ 水平的な広がり：産業間の関係は水平的か？
・ 垂直的な広がり：産業間の関係は垂直的か？
・ 活動：付加価値連鎖の数値と性格
・ 発展段階：黎明期、成長期、発展期、成熟

期
・ イノベーティブな環境：学習・革新的環境
・ 競争力の所在：リーダーシップか？
・ 技術：開発者、適用者、利用者？
・ 革新的能力：高いか、低いか？
・ 所有構造：国内資本／外国資本、統合型／

分業型／ネットワーク型

最低限必要なクラスターの地理的規模
クラスターが、必要最低限のサプライヤー、

顧客、支援サービス、高等教育・研究機関及び
政府機関を確保できる地理的規模を有し、かつ
全体として地域市場から世界市場までをカバー
していないと、ほかの企業集積との差異はあい
まいとなる。言い換えれば、クラスターで重要

第 22章　産業クラスター
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なのは、単に企業が集積しているだけでなく、
平均以上の能力を有する必要最低限の集積を確
保していることである。

競争力
必要最低限の規模とは、ある地域における企

業数でも規定されるが、その経済的比重、具体
的には GDP 寄与度、技能水準あるいは研究開発
の面での経済的比重がほかの地域よりも高いこ
とが条件となる。つまり、重要なのは競争力で
ある。同様に、その地域の価値連鎖あるいは供
給連鎖の地理的規模も、クラスターの価値を決
定する一つの要因となっている。

クラスターの発展段階
各クラスターはそれぞれの経済的ライフサイ

クルを有しているが、企業集積の萌芽期、成熟期、
衰退期などの発展段階に分類することができる

（クラスター関連の問題については後述）。ただ
し、クラスター全体がその各構成員に学習機会
をいかに保証できるようになるかがクラスター
の環境を規定することは、発展段階による違い
はない。

従って、クラスターは、発展段階によっては
高度な革新的能力を有するリーダーや技術のイ
ンキュベーターと位置づけることができる。

22-5　地域クラスターの発展が政策立案者
にとって極めて重要な理由

クラスターとは、企業・技術・知識の集積体
である。現代の経済においては、技術、知識及
び技能に関係する技能基盤が急速に変化し、経
済の構造変化が進行するとともに、技術によっ
ては、その知識基盤とともに国際調達が進んで
いる。従って、企業及び支援サービス機関が、
富を生み出す主体間に一定の協力関係を構築す
る方法を学ぶことが極めて重要となる。クラス
ターはそのような協力関係を促進する。その地
域に根ざした物理的空間において専門的な情報・
知識を共有することにより、産業間の連携が重

視されるからである。その協力関係は、範囲が
有機的に変化し、暗黙の了解に依拠したものが
多い。

産業集積では失業率が低く、成長率は高い
政策立案者にとってクラスターが魅力的なの

は、関連する企業が近接することにより周辺地
域よりも失業率が低下することが多いからであ
る。関連する諸産業が集積することにより、成
長率も上昇する。例えば米国では、18 の産業ク
ラスターが全就業者の 54％を占め、イタリアで
は 200 の「単一産業地区」が全就業者の 42％を
占める。

中小企業は富の創造の源泉
ほとんどの国においては、企業の中心的な存

在である中小企業（Small and Medium-Sized 
Enterprises: SME）に対する認識が高まってい
る。世界的にみても、SME が雇用、GDP に占め
る割合、イノベーションなどの面で国の富の源
泉である場合が多い。クラスターも SME の占め
る割合が高いのが一般的であり、英国・北ウェー
ルズのセント・アサフの光電子工学クラスター
におけるピルキントンガラス社のように、大企
業を中心とするクラスターもあるが、SME の比
率が高いことは変わらない。

22-6　組織制度的な支援体制の役割

競争力のあるクラスターを構築・維持する上
で、政府組織、教育機関及び支援サービスが非
常に重要な役割を果たしていることは既に指摘
した通りである。事実、このような組織制度的
な関与はほとんどのクラスターにおいて認めら
れる。イタリアの単一産業地区における有機的
なネットワーク構造は大きな注目を集めている
ものの、その典型的な（促進するという意味での）
介入的役割が評価されることは少ない。

エミリア - ロマーニャ・モデル
イタリアのエミリア - ロマーニャは、ニット、



靴、包装機械、セラミックスなど多くの産業ク
ラスターが集中している。そこでは、エミリア -
ロマーニャ州経済発展公社（Emillia Romagna 
Valorizzazione Economica Territorio: ERVET）
と呼ばれる地域開発機関の下に多くの組織が配
置されている。これらの組織は、生産及び価値
連鎖の様々な側面（品質管理、委託、技術開発、
輸出振興など）を支援する組織と産業別に支援
する組織というように、2 つのカテゴリーに分類
できる。

これらの機関は総体として 2 つのカテゴリー
のあらゆる面にかかわっている。すなわち、工
程別及び産業別に研修、市場動向分析、見本市
の企画・開催、ロビー活動などを実施しており、
様々なクラスターのほとんどの企業のニーズに
対応している。さらに、情報技術を効果的に活
用するなどして、同一クラスター内における知
識・技能・資源の共有を適宜支援している。

22-7　歴史的にみてクラスターの発展に決
まったパターンは存在するか？

歴史的にみると、新技術及びイノベーション
をベースにした発展と経済成長には一定の波が
あることがわかる。これをわかりやすく説明し
たのが、シュンペーター 107 らにより改良が進ん
だコンドラチェフの長期波動モデルである 108（図
22 － 1 参照）。

50 年周期のイノベーション
このモデルによれば、第一次産業革命以降、

特定の時期に特定の技術が集中してイノベー
ションと新たな形態の富を生み出してきた。決
まったパターンがおよそ 50 年周期で出現し、そ
の周期は回を追うごとに短くなっている。この
技術的ライフサイクルの変遷形態に着目すると、
技術とイノベーションの波は前回の波を基礎と
しており、知識基盤が拡大深化してきたと考え
られる。

図 22－ 1　歴史的にみてクラスターの発展に決まったパターンは存在するか？
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107 ケインズと並び 20 世紀を代表する経済学者（1883-1950）。
108 ソ連の経済学者コンドラチェフ（1892-1938）により発表された。景気の循環には特徴的なパターンがみられ、

約 50 年の周期で循環しているというもの。
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短縮する周期
周期の短縮化により、構造は複雑なものになっ

た。関係する技術が増え、異なる技術体系が収
斂に向かったからである。特に、収斂が起きた
場合は、基幹技術の追求と知識基盤の共有化が
求められた。それは、あらゆる発展形態とその
伝播を総合的に把握するのは困難であるからで
ある。

クラスターはイノベーションに最も効率的
知識基盤を共有するには、学習が明示的及び

暗示的に行われなければならない。企業と支援
組織の集積体が知識基盤の共有化にとって最適
な環境であることが多い。

22-8　ICT クラスターの促進要因

本章では、これまで、一般的形態としてのク
ラスターを様々なモデルにより検討してきた。
ほとんどのクラスターは何らかの形で ICT を活
用し、競争力強化及び成長を図っている。しか
し、ICT 独自の産業（ハードウエア及びソフト
ウエア）が発展するなか、ICT の高い網羅性及
び特性により、専門分野の増加とその活用が派
生や相互促進を通じて急速に拡大した。そのた
め、SME が次々と誕生し、大企業に発展し、そ
こから新たな企業が分離独立していった。これ
らの企業は同じ地域にとどまる傾向が強い。世
界でも有数の ICT クラスターが国際的に連携す
る傾向もみられる。

表 22－ 1　欧州における 4つの ICTクラスターモデル

項目 アイルランド
成長モデル 北欧資本増加モデル

国際的なサービス拠
点都市モデル

（アムステルダム・
モデル）

周辺特化モデル
（フィンランド・

モデル）

主な誘因

① 外国からの直接
投資の伸び

② EUの格付け及び
多様化

① 電気通信主導
② 多様化・国際化

① 地域の需要
② 安定した成長

① 研究開発への特化
② 安定した成長

条件

米国への移住者
EU及び米国市場
低賃金
言語が英語

高コスト
質の高い労働力
業界トップ
国際的なアクセス
自由化された電気通
信市場

観光・文化的なイ
メージ
安定した地域の需要
多様化した経済
インターネット接続
国際性

強い地域性
工学
小規模な国内市場
自由化された電気通
信市場

政策

税
教育
イノベーション

規制撤廃
イノベーション

地域レベルや ICT セ
クターでは特になし

規制撤廃
地域開発
国を挙げてのイノ
ベーション
ICT を中心とした技
術戦略

変化

賃金の上昇
有能な人材の流入
労働人口の拡大
知識の伝播
ICT のイメージ

左に同じ
イノベーションのた
めのネットワークの
発達
ICT のイメージ

有能な人材の流入
コスト・賃金の上昇
ICT のイメージが強
い

産学連携
ICT のイメージが強
い
有能な人材の流入

成果

外国からの直接投資
の伸び
新規企業の興隆

新規企業の興隆
業界トップの成長
外国からの直接投資
の流入

外国からの直接投資
の伸び
地元企業の拡大
新興企業

新興企業
地元企業の拡大
外国からの研究開発
投資の伸び



4 つの ICTクラスター
表 22 － 1 は、アイルランド、北欧、アムステ

ルダム及びフィンランドの 4 つのクラスターモ
デルを検討したものである。それぞれの発展過
程が異なることから、独特のクラスターが誕生
することになった。その独自性の主な要因とし
ては、地域特性のほか、地域の強みを生かす、
あるいは支援政策によりブランド色を出す取り
組みが挙げられる。ここでも、各クラスターは
時間の経過とともに変化すること、特定の条件
が当てはまること、一体性を保持し経済発展を
促進するためには様々な政策が必要なことが確
認できる。特筆されるのは、変化と成果につい
てはクラスター間で本質的な差異は認められな
いことから、競争力の点では肩を並べていると
も考えられるが、異なる環境のなかでは諸条件
が異なることから、競争力の獲得過程はクラス
ターにより差異が認められることである。

22-9　企業集積は農村部の開発にどう貢献
できるか？

これまでは基本的に都市部を基準とし、半農
村部にも若干触れつつ論じてきたが、クラスター
の主な前提条件が必ずしも存在しない農村部は
どうだろうか。

農村部の課題
西側先進諸国には豊かな農村部が存在するこ

とはいうまでもないが、途上国の農村部の大部
分（先進諸国における農村部を含む）は、次の
ような状況に置かれている。
・ （人及び組織の）分断。
・ 貧弱な通信インフラ。
・ 都市部を向いている。
・ 情報のレベルが比較的弱い。
・ 人々の技能水準が低い、貧困。
都市部で成功しているクラスターは、クラス

ター型発展に寄与する確立された知識や高度の

技能基盤など、一定の有利な条件に依拠してい
ることは、既にみてきた通りである。

利点：ソーシャル･キャピタル
農村地域は比較的活力を欠いているかもしれ

ないが、ある種の社会経済活動における長い伝
統を有する緊密な地域社会で構成されているこ
とに変わりはない。これらの伝統は、ソーシャル・
キャピタルやネットワークの発展の契機となる。
このため、組織制度的な関与が極めて重要であ
る。

接続性への対応
産業集積により、不十分な接続性（ハード及

びソフト）への対応、組織制度的に支えられた
リンケージの確立、伝統及びソーシャル・キャ
ピタルの現存資産を利用したキャパシティ・ビ
ルディング、緊密な地域社会の活用などが可能
となる。
・ 様々なレベルの接続性（市場、知識、人々）
・ ネットワークの構築とリンケージ
・ キャパシティ・ビルディングとクリティカ

ル・マス 109 の確保
・ 情報の共有と知識の伝播（スピルオーバー）
・ 近接性の向上

22-10　企業集積と ICT は農村部の開発に
どう貢献できるか？

前節では、産業集積が農村経済の特定ニーズ
に対応し得ることをみてきた。本節では、農村
部の課題への対応を行う上で、あるいは新しい
働き方、新しい技術・技能の採用、キャパシティ・
ビルディング及び支援組織の確立の機会を創出
する上で、産業集積と ICT 活用がどのように貢
献してきたかを検討する。
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109 生産活動や販売活動を行う際、ある一定の生産量や販売量を超えると急激に収益性が高まったり、市場の認
知度が高まったりするような生産量や販売量のこと。
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22-11　農村部の産業集積に ICT の活用な
どの成功例はあるか？

表 22 － 3 は、表 22 － 1 及び表 22 － 2 を踏ま
えて、インド、ソロモン諸島及びニカラグアの
事例を検討したものである。このまったく異な
る 3 つのモデルについては、各地域の規模、地

理的条件、技能水準、ガバナンスの課題及び知
識基盤の違いを適切に把握する必要がある。

利益を引き出す能力
ここでの目的は、産業集積により利益を引き

出す能力に加え、その利益獲得に向けた ICT の
活用という点で、各地域を分析することにある。

表 22－ 2　企業集積と ICTは農村部の開発にどう貢献できるか？

農村部 産業集積 ICT
不適切、非主流、非接続、無価値 中小企業にとって望ましい構造形態 ICT の基盤整備により、接続性を確

保した重要で望ましい農村地域社会
づくりが可能となる。

貧困と無力化、不十分なガバナンス 人々と企業のネットワークと集積に
よるエンパワメント

接続性と情報交換によるエンパワメ
ント

情報及び通信の不足、不十分な接続
性

情報及び知識の伝播 技術及び人々による技術の活用によ
り、情報不足に直接対処

他領域とのネットワーク構築・連携
が限られている

ネットワーク構築によりクリティカ
ル・マスの確保が可能

関心領域の垣根を越えたネットワー
ク構築が可能

コミュニティのソーシャル・キャピ
タル

コミュニティのソーシャル・キャピ
タルの価値増殖に基づく

ソーシャル・キャピタル形成を促進

知識プール及び経路依存性 経路依存性及び地域の知識プールが
成功の鍵

知識プールの実現と供用

力量の限られた中小企業 中小企業全体としての力量を活用 中小企業にとって新たなツールとなる

表 22－ 3　農村部の産業集積における優良事例

優良事例の目安・指標 インド　PURA ソロモン諸島　PF NET
ニカラグア
ボアコ＆

チョンタレス・クラスター

事業の焦点

農村部における都市型ア
メニティ施設整備

遠隔地における数百もの
コミュニティの連携、不十
分なガバナンス、高コスト

乳業クラスターにおける
キャパシティ・ビルディン
グ

草の根レベルの
アクセスによる

ソーシャル・キャピタル
整備

農民を対象にした教育研
修機関

民衆優先、公平で持続可能
な農村開発、費用負担可能
なアクセス

牛乳部門とチーズ部門の
協同組合の制度化、役割・
活動の共有化

様々な形態の
接続性学習による
エンパワメント

道路、電気通信
インフラ、知識、教育研修
機関
市場、農民にとって最適な
価格

農村金融＋太陽光発電＋
通信
農民のネットワーク構築
防災

環境省、保健省、農業省、
産業省との共同による技
術標準の制定、多国籍企業
との委託関係、協同組合間
の連携、品質保証のための
試験機関

ほかへの適用及び
クリティカル・マス

インド全土において 5 年
間で 5,000 のクラスター

学校に e - ラーニング・セ
ンターを整備
南太平洋大学（University 
of  the South Paci f ic : 
USP）の学生 20人、国家
運営評議会

中米カリブ乳業連盟との
共同によるニカラグア乳
業会議所



それぞれモデルが異なっているので単純な比較
はできないが、ソーシャル・キャピタルの活用、
学習及び様々な形態の接続性によるエンパワメ
ント、クリティカル・マスを確保しつつ地域へ
の適用も視野に入れながらの取り組みの重要性
の証明、という 3 点において、各事業がいかに
貢献したかがうかがえる。

組織制度的な支援が肝要
産業集積にはクリティカル・マスの確保が極

めて重要であり、この場合のクリティカル・マ
スとは、単にクラスター内の企業・組織の数だ
けではなく、その相互関係のあり方や経済活動
を向上させる能力を追求するあり方も含めた概
念であることは先に述べた。表22－ 3の各例は、
組織制度的な支援を適切に活用すれば、農村部
における特定課題の解決に貢献できることを示
している。産業集積戦略がガバナンス、学習、
エンパワメント、貧困軽減という課題に対処し
ない限り、政策立案者が求める変革を実現する
ことは不可能であることも、特に農村部という
視点から重要である。

22-12　クラスターの問題点と課題

クラスター型活動のグローバル化
グローバル化の性格・性質がクラスター整備

の主な課題となっている。経済政策策定がクラ
スター型戦略そのものに依拠している国も多い。
一つには、ニューエコノミーにおいては、特定
の新製品・プロセスの開発が世界各地で進行し、
高度成長が様々な国で発生し得るという認識が
あるからである。中国、インド、マレーシア、
ブラジル、イスラエルなどの経済成長は、均一
的な成長ではないかもしれないが、その証左と
考えられる。このようなグローバル化のあり方
は、地域的な特化と地域間の相互依存関係の深
化にもつながっている。この地域特化は、地域
クラスターの発展に道を開くものではあるが、
同時に、特化した地域は、市場や技術に関して
世界から何が求められているかという観点から

自らを位置づけることが必要となる。この矛盾
にいかに対処するかが、政策立案者及び実務者
にとって極めて重要な課題となる。

技術・ノウハウのグローバル調達
同様に、運輸・通信の進歩により、製品・サー

ビスの調達先や供給先の遠隔化が急速に進むと
考えられる。このため、地域は個性的な製品・サー
ビスを開発できる独自能力の獲得が一層求めら
れる。特化の進展により、地域間相互依存関係
を深化させるサイクルは永遠に続くことになる。
ある地域で個性的な製品・サービスが開発され
ると、ほかの地域でも同種だが個性的な製品・
サービスが開発されることになるからである。

技術・ノウハウのグローバル調達の問題点－ク
ラスターの定義

クラスターの調査研究における主要な問題の
一つが、クラスターの定義である。クラスター
といっても、その地理的空間は何か？－政策立
案者のいう地域と企業が認識する市場とは一致
しない。クラスターにおいてクリティカル・マ
スとは具体的に何か？　今日のクラスターは、
いくつの業種で構成されるのか？　様々なモデ
ルが存在するならば、優良事例を踏まえてどの
ように政策を策定するのか？　競争力のある企
業ならば、クラスターに帰属しているかどうか
はそもそも重要なのか？　クラスター内の企業
が緊密で協力的な関係にあるという十分な証拠
はあるのか？　クラスターの価値を確定するた
めには、まだまだ答えなければならない問題は
多い。

物理的な過密
単に物理的な過密が原因でオーバーヒートす

るクラスターもある。物理的な過密の原因は、
クラスター内の企業が成功すると、クラスター
そのものが成功をもたらす環境だとして、外部
から企業が集まってくることにある。米国のシ
リコンバレーや英国のケンブリッジがその例で
あり、企業が過度に集積し、企業の成長を支え

第 22章　産業クラスター



情報通信セクター政策改革と地方通信インフラ

るインフラが不足しており、深刻な問題となっ
ている。

ロックイン
クラスターの主な特徴の一つとして、集積

した経済活動を長期に続けた結果、刻み込ま
れた知識基盤、すなわち経路依存性（Path 
Dependency）110 の問題がある。経路依存性によ
り、競争力を確保できるクリティカル・マスが
可能となった側面がある一方、変化を嫌い伝統
的な手法に固執することで発生する問題もある。
これを「ロックイン（Lock-In）」といい、競争
の厳しい環境においては、企業にとって深刻な
問題となりかねない。

漸進的な政策策定
最後に、漸進的な政策策定では政策実施及び

その成果に時間がかかるため、当面の問題に対
処しつつ経済全体の変化にも対応できる政策を
策定する必要性と技術進歩との間にミスマッチ
が生じかねないという問題もある。

22-13　クラスター発展の概観を踏まえる
と、政策策定上の主な教訓は何か？

これまでクラスターの発展を検討してきたが、
政策策定の観点からいくつかの重要な教訓を引
き出すことができる。クラスターに依拠した政
策策定は、様々な国において競争力の向上に寄
与できるとはいえるが、そのような結果を出す
ために計画立案することは容易ではない。

漸進的変化という性質－段階的発展と限界規模
による成果

第一に、クラスターは漸進的に変化するもの
であり、進化するまでには時間がかかる。構成
組織がクリティカル・マスに達し、十分なネッ
トワーク・連携が形成されて、経済的な成果を

生み出すまで、クラスター政策の成否は判断で
きない。

企業と関連組織の空間的集積、企業の物理的集
積と企業間関係

第二に、企業が空間的に集積しただけでは、
クラスターに依拠した政策を策定するには不十
分である。官民の支援機関の存在が、好ましい
クラスター整備の鍵となる。すなわち、地域政
策の策定に対して新しいアプローチで臨む制度
的なキャパシティ・ビルディングが、極めて重
要となる。単なる資金提供、研修、対内投資、
教育提供という従来のアプローチではない。共
通・関連する業種・技術・技能に基づく関係性
に取り組むという意味で選択的なアプローチで
ある。
異なる環境に異なるモデルを

前述の通り、環境が異なればそこから生まれ
るクラスターも異なる。これは、経路依存性の
価値は特定の属性から発生するからであり、物
理的資源の形をとることもあれば、特定の技能・
技術を中心とする情報・知識の形をとることも
ある。

様々な形態の接続性の達成
クラスターは、人々の関係性、あるいは企業

にとっての地場市場、地域市場、国際市場の関
係性のレベルにおいて様々な形態の接続性を達
成する上で有効である。クラスターでは、異な
る知識基盤とその伝播によりアイデアが共有さ
れるだけでなく、多くの場合には、新しい製品・
プロセスの開発にあたって異なる技術が収斂し、
イノベーションにつながるからである。この接
続性を確実なものにする上で、ICT はそのアク
セス・利用のしやすさとスピードを活用するこ
とで大きな貢献ができる。ICT は、エンパワメ
ント及びガバナンスの改善を通じて人々の生活
を変えることが可能であり、特に農村地域では

110 Path Dependency：人間や組織、政府、社会が、過去の選択、経験や歴史的背景、学習といったものによっ
て、現在の選択が制約を受ける現象。



その可能性が高い。

学習、経路依存性、外部性、地域化と国際化の
矛盾、イノベーション

重要なのは、人々と組織が経路依存性の要因
について学び、これを活用してロックインを回
避することであり、それが漸進的な発展と接続
性を支えることになる。これは、知識の地域ネッ
トワークを構築しつつ、産業としてはグローバ

ルに活動するという矛盾に対処する上でも有効
である。成功しているクラスターでは、概して
そのあり方や構造の点では地域性が強いものの、
そのなかの企業は国際市場で事業展開を行い、
外部委託、取引、研究開発・技能の活用も世界
的規模で実施している。これは政策立案者が世
界規模の知識基盤を活用して地域経済を促進す
る上で、極めて重要なことである。



クラスターは基本的に自然発生するものである。従って、政府の役割は規制の緩い環境を整備
することにある。ただし、財政上や税制上の優遇措置、サイエンスパークの整備、研究機関と
の連携など、積極的な政府の関与が有効な国もある。では、適切な政府の役割とは何だろうか？

本章のトピック

23-1　クラスターに対する関心はどのように形成されたか？
23-2　政府の政策は地域クラスターの発展をどのように促進するか？

第 23 章　政府の役割

23-1　クラスターに対する関心はどのよう
に形成されたか？

クラスターに対する関心が形成されてきた背
景には 2 つの要因がある。一つは、局所及び地
域における社会経済発展の必要性である。もう
一つは、中小企業（SME）はその緊密な企業間
連携も含めて、柔軟性、技術普及、市場競争力
の点で有利であるという認識である。一方、政
府は、このようなプロセスを促進する政策を策
定してきた。

この政府の政策の大きな部分は、知識リンケー
ジを拡充することにより、既存の知識インフラ
をいかに拡大できるかにかかっている。この知
識リンケージでは、情報移転における非公式か
つ暗黙の知識が地理的近接性や中核的研究拠点
の整備により深化する。

産業政策の形態は、政府による直接介入から
企業及び官民組織との協働関係をベースにした
取り組みに移行してきた。

クラスターは、サイエンスパーク、企業イン
キュベーター拠点及びネットワークの整備から
税制上の優遇措置などのマクロ政策に至るまで、
国家イノベーションシステムにおいて長年採用
されてきた戦略の一つと位置づけられる。マク

ロ政策を除き、企業の物理的集積及び各種ネッ
トワークの構築に焦点を当てたものである。

クラスターとネットワークの違い
OECD によれば、クラスターとネットワーク

の違いは次の通りである。
①ネットワークは専門サービスを低価格で提

供できるが、クラスターは必要な専門サー
ビスを地域に誘致する。

②ネットワークは構成員に制限があるが、ク
ラスターには制限がない。

③ネットワークは契約に依拠しているが、ク
ラスターは互恵関係を奨励する共通の社会
的価値観に依拠していることが多い。

④ネットワークでは企業は複雑な生産が容易
になる。一方、クラスターは同様あるいは
関連の能力を有する多数の企業を必要とす
る。

⑤ネットワークは協力関係に依拠しているが、
クラスターでは協力関係と競合関係が絡み
合っていることが多い。

コミュニティの概念が「社会的価値観の共有」
によく表れている。「社会的価値観の共有」とは、
クラスターに特徴的な産業の類似性並びに垂直
及び水平方向のリンケージである。
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23-2　政府の政策は地域クラスターの発展
をどのように促進するか？

政府のクラスター整備政策に特定のパターン
を見いだすことは困難である。クラスターが様々
な形態をとることがその主な理由である。前述
の通り、クラスターは同一の産業に限定される
こともあれば、関連する複数の産業にまたがる
こともある。川上から川下までの段階も様々で
ある。さらに、政策レベルの介入では、市場の
失敗にも対処し、経済成長の条件整備を行う必
要もある。

企業間の協力に対する資金援助、助言、相談
従って、政策レベルでの介入は様々な形態を

とる。
European Network for Social and Economic 

Research (ENSR) が 2001 年に実施した EU にお
ける SME クラスター調査によれば、企業レベル
で促進対策を行った国も存在する。具体的には、
企業間の協力を目指す事業に対する資金援助で
ある。また、経営者や従業員に対して助言や相
談を行った国もある。

対象を限定した投資政策による基幹企業誘致
地元のサプライヤーの育成を視野に入れ、対

象を入念に絞り込んだ対内投資戦略を実施する
ことにより、大企業を基幹企業として誘致して
クラスターの支援を図った国もある。

支援サービスのためのインフラ
支援サービスのみに焦点を当てた限定的なア

プローチを採用した国もある。このアプローチ
では、企業がハード及びソフトの支援を受けら
れるようにすることを主眼としている。

技術・市場に関する情報の提供、研修
主要な技術・市場に関する情報の提供、クラ

スター内の組織における全般的な研修・研究な
どの支援を特色とする政策を実施した国もある。

ネットワーク構築の支援
さらに、企業向け支援が、ネットワーク構築

及び協働事業の促進につながった事例もある。

以上の対策はすべて正当な政府介入である。
その意義及び効果は当該クラスターによって異
なる。



ICT クラスターでは、ほぼ例外なく大学及び研究機関がクラスターの中核的存在である。その
主な役割は、技術の種（seeds）、企業家チーム及びインキュベーションの提供である。そのよ
うな機能を果たす大学のあり方を探ってみたい。

本章のトピック

24-1　イノベーションと企業家精神は、大学の中心課題であったか？
24-2　どのような ICT教育が必要か？
24-3　ICT が教育コンテンツの作成・実施に与える影響
24-4　ICT に依拠したイノベーション及び企業家精神を促進するために、何ができるか？

第 24 章　イノベーションの中心としての大学

24-1　イノベーションと企業家精神は、大
学の中心課題であったか？

従来の大学の位置づけを踏まえると、この問
いに対する答えは否である。大学の中心課題は

「知識の追求」であり、その実用性は問われてこ
なかった。大学教育とイノベーション及び企業
家精神との関連は薄かった。

これまでの大学のもう一つの目的は、技能の
伝達による人材の養成であった。これは「ギルド」
の形態を継承したものであり、どちらかといえ
ば静的な技能の伝達であり、イノベーション及
び企業家精神を謳うことはなかった。

従って、大学の起源はイノベーションの創造
というより、次のような位置づけであったとい
える。
・ 学問を教授する場
・ 基礎的な学問発展のための研究を行う場（イ

ノベーションに関係する場合もあるが、イ
ノベーションの効果的な追求という明確な
問題意識は希薄）

次に、イノベーションと企業家精神に着目し
て、中南米・カリブ地域の大学の事例をみてみ

よう。
①ごく最近まで、大学は支配階層の牙城であ

り、その主な目的は、エリート階級の学生
を教育し、学位を与えて、より良い職業に
就けるようにすることであった。

②従って、医学、法律、工学が伝統的な学部
である。当時、エリート階級の家族には、
医師、弁護士、エンジニアがいるのが理想
であった。

③ 1960 年代以降、中南米の大学はイデオロギ
ー色が強くなり、政治制度の改善を求める
ようになった。しかし、この運動はイノベ
ーション及び企業家精神を志向する大学改
革とは無縁であった。

④研究活動は極めて制限され、海外に留学し
た大学院生が新しい知識の重要な窓口であ
った時代が 1980 年代ないし 1990 年代まで
続いた。このころになると、中南米の大学
でも博士課程を設置するようになった。し
かし、留学という異文化交流は多くの途上
国にとって極めて重要であり、実際、革命
指導者の多くは先進国で教育を受けていた。

世界のあらゆる国において、ICT の大きな影
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響を初期段階から初めて認識していたのが大学
であった。大学において ICT がイノベーション
及び企業家精神に与えた影響は次のように整理
できる。

①コンピュータは大学の研究と運営に革命的
な変革をもたらした。

②研究機関を結ぶインターネット網を構築し
たのも大学が初めてであり、現在も大学が
運営している。

③ ICT により、大学の組織パラダイムも変化
した。日本では、インターネットシステム
を構築したのは国立大学ではなく、私大の
慶應義塾大学と早稲田大学であった。

24-2　どのような ICT教育が必要か？

実際、あらゆる種類の教育が必要である。ICT
の整備という観点からは、あらゆるレベルの教
育をバランスよく整備する必要がある。
・ 初等教育では、初期段階よりコンピュータ

及びインターネット・リテラシー教育など
を行う。

・ 専門教育では、ソフトウエア・エンジニア、
ネットワーキング・エンジニア及びあらゆ
るプログラマーと技術者を養成する。

・ 学部教育では、多数の公立及び私立の大学
において上級エンジニアの養成とソフトウ
エア・アプリケーションの利用法を教授す
る。

・ 研究開発活動では、最先端の ICT アプリケー
ションを開発する。

あらゆる分野において、教育プログラムは、「基
礎」「上級」「専門」というように、理解度や関
与度において多様な人材の育成を目指すべきで
ある。主要な課題は ICT の分野にあるのではな
く、ほかの分野でいかに ICT を活用するかが主
な課題である。

どのようなイノベーションが必要になるか
大学は技術的イノベーションと組織的イノ

ベーションを実施すべきである。
①技術的イノベーション
・ 研究開発から派生
・ 機能検証の結果を含む（デジタル・ディバ

イド解消の方法など）111

②組織的イノベーション
・ 社会システムの変化から派生（事業構成、

機関のネットワーク、学習機関等）

最後に、大学教育を通じて、どのような企業
家精神が養成されることが求められるのであろ
うか。第一には、古典的な意味での企業家精神
であろう。第二には、政府組織内における企業
家精神（Government Intra-preneurship）の養
成である。そして第三には、社会的企業家精神

（Social Entrepreneurship）であり、そこには、
機能検証の結果のスケールアップを図り、自立
発展的で複製可能であり、現状に対して変革を
もたらし、長期的なシナリオが描ける人材の育
成が求められるのである。

24-3　ICT が教育コンテンツの作成・実施
に与える影響

複雑な構造構築や基礎と細部の関連性の検討、
普遍性と局地性の検討などを行う際には、世界
的なクオリティが必要となる。ICT 教育の実施
メカニズムでは、 非同期モード（Asynchronous 
Mode）112 と ユーザードライバー（User-Driver）
を考慮しなければならない。

ICT 教育のカリキュラムでは、基礎技能の比
重を減らし、個別の訓練に対して体験型（Hands-
on）アプローチを導入しなければならない。ただ

111 デジタル・ディバイドの解消に必要なのは、現在ではむしろ組織的イノベーションの方かもしれない。
112 Asynchronous Mode：音声・画像・データなど速度の異なる信号の伝送が同時に行える高速デジタル交換

技術。



し、次のような法的側面においてはいくつかの
課題がある。
・ 遠隔教育課程は、正式単位の課程として支

援する必要がある。
・ 国境を越えた教育機関間における単位・学

位などの相互認証を行う必要がある。
・ 大学が革新的な取り組みのインキュベー

ターとして機能するための複合的枠組みが
必要である。

24-4　ICT に依拠したイノベーション及び
企業家精神を促進するために、何が
できるか？

第一に、企業や政府とともに、大学も革新的
取り組みの促進において中心的な主体として位
置づける必要がある。第二に、地域のネットワー
ク（中小企業、都市など）の構築とそのグロー
バルな取り組みへの参画を促進する必要がある。

第三に、具体的な実施により普及が見込まれ
るグローバルな取り組みを推進する必要がある。
・ 技術・ドキュメンテーションの公開（電子

政府用アプリケーション、バックボーン機

器）
・ 水平的な研究開発の取り組み（電子商取引、

ゲノム研究など）
・ 将来の ICT のための研究奨励制度
・ 擁護者（Champions）の確保と支援
中南米・カリブ地域における大きな課題は、

様々な取り組みをどのように体系立てて実施し
ていくかということである。
・ 大学を中心とした 6 から 10 の研究開発グ

ループで構成するネットワークの活動を有
機的に統合するバーチャルな組織

・ 同地域で事業を行う企業（及び国際機関）
からの資金援助

・ 特定の事業・目的のために政府と連携する
こと

・ 主な関心－機能検証の結果のスケールアッ
プ。民間事業、政府事業、官民事業のブー
トストラップ段階として、機能検証結果の
スケールアップを行うこと

・ グローバルな取り組みとの連携を積極的に
模 索（Global e-Schools and Communities 
In i t i a t ive（GeSCI）、IT Access  f o r 
Everyone（ITAFE）、NetGrowth など）

第 24章　イノベーションの中心としての大学



ハビタット（Habitat）とは、企業家精神に適した地域の経済社会文化的な環境をいう。具体的
には、自由な投資環境、企業家を支援する経済的・組織制度的インフラ、快適で刺激的な生活
環境などで構成される。ハビタットを整備するにはどうしたらよいか検討する。
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25-1　クラスターの整備において、人的
ネットワークとソーシャル・キャピ
タルの果たす役割は何か？

Porter (1998) は、産業クラスターの成功の鍵
は効果的な情報の流れにあるとした。企業及び
機関が 1 カ所に集積し、組織間の交流を継続す
ることにより、連携が高まり、信頼関係が構築
されるという。従って、産業クラスターの運営
で基本となるのは、新しい発想、イノベーショ
ン、企業家精神を促進する関係の効果的なネッ
トワークである。Porter の理論では、クラスター
における個々の企業家の役割は説明できないか
もしれない。しかし、先行研究に最も関連性が
高いのが、この分野におけるクラスターの所見
である。

ケンブリッジ・クラスター形成におけるソーシ
ャル・キャピタル

Wicksteed は 1985 年の論文 The Cambridge 
Phenomenon において、新興企業と企業分割を
示した複雑な系図を作成し、ハイテク企業の出
発点は直接的または間接的にケンブリッジ大学

であったことを証明した。分析の単位は企業で
はあったが、個人レベルの関係性を把握して、
ケンブリッジのクラスターの一部における構造
的・関係性的なソーシャル・キャピタルの動態
が明らかにされている。

鍵となる個人で構成されるミニ・クラスター
このネットワークの中心には、クラスターの

成功に重要な役割を果たしたと思われる個人（投
資家、大学教師、企業家）で構成されるミニ・
クラスターが存在する。これら個人が企業家精
神にあふれた企業を継続的に支援していること
が、繁栄するケンブリッジのハイテク産業の変
わらない特徴となっている。

Acorn 社から分離独立した企業
図 25 － 1 は、ハイテク・クラスターの形成を

その初期段階から追ったものである。1970 年代
後半から 1980 年代にかけて、Computer Aided 
Design (CAD) Centre など、ケンブリッジ大学
からの新興企業が生まれ、Acorn Computers 社
や Topexpress 社などが誕生した。情報と通信
の技術を融合させたケンブリッジの IT クラス
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ターには、数多くの電気通信企業やインターネッ
ト企業が集中しており、成長を続け、成功企業
を生み出している。例えば、Acorn 社から分離
独立した ARM 社や Virata 社（現在の Conexant 
Systems 社）は、ケンブリッジ有数の成功事例
である。

過去同じ企業に所属していた個人同士の関係
性を追ってみると、1970 年代後半から最近まで、
Acorn Computers 社から様々なハイテク新興企
業に人が移っているが、連絡をとり続け、様々
な組織で協働することにより、高度な関係性の
ソーシャル・キャピタルを築いている。Acorn
社は現存しないが、かつて同社に在籍した人々
はケンブリッジの様々な組織で現在も活躍して
いるのである。

Cambridge Consultants Ltd (CCL) 社から誕生
したコンサルティング会社

図 25 － 1 は、主要な技術コンサルティング

会社の形成を示したものである。Cambridge 
Consultants Ltd. (CCL) 社（1960 年にケンブリッ
ジ大学から派生）から、Generics Group、PA 
Technology 及 び The Technology Partnership
が誕生した。これらのコンサルティング会社は
クラスターの際だった特徴の一つとなっている
が、成長を続けて今ではより総合的な技術関連
企業群を形成している。ベンチャーキャピタル
企業も設立しており、自ら分離独立した企業を
含む新興企業に投資を行っている。

個人のネットワークによる企業設立
ケンブリッジで抽出した企業群の例では、鍵

となる人物は合計 59 人であり、企業家、ベン
チャー投資家、ビジネス・エンジェル 113、その
ほかの専門職などである。それぞれ、複数の企
業とかかわりをもっている。

Vyakarnam and Myint (2004) の研究では、2
つのセクターをまたにかける人物が登場する。

図 25－ 1　ケンブリッジ・クラスターの発展

113 ベンチャー企業に投資をする個人投資家の総称。

出所：Vyakarnam and Myint（2004）　



バイオテクノロジー企業にも投資を行っている
Hermann Hauser 氏と Bob Pettigrew 氏である。
両氏はケンブリッジ・クラスターにおける社会
構造の複雑さを象徴しているが、ここでは単純
化して示している。図 25 － 1 に示された各人物
は、それぞれが所属する企業のほかの取締役、
あるいは抽出した企業群以外やケンブリッジ以
外の企業の取締役会ともコネクションを有して
いることが多い。さらには、ベンチャー投資家
の組織や業界団体などの正式な団体に所属して
いることも珍しくない。

これがこの研究の前半部分に相当する。遺跡
発掘にたとえれば、表面の土を取り除いた段階
といえよう。次節では、公表されているデータ
ではうかがい知ることのできない「見えないラ
イン」を発掘することにより、本質に迫ってい
きたい。

25-2　ベンチャー企業を支える経済文化的
環境とは何か？

企業にとって良好な環境を整備するため、政
策立案者や研究機関・企業・支援組織のトップ
は複数の課題に同時に取り組む必要がある。そ
の取り組みには一貫性・統一性が求められる。
提供する支援によって支援する対象を混乱させ
ないためである。

ベンチャー企業の成長モデル
このモデルでは、インフラ整備、人材開発及

び社会環境がベンチャー企業の成長の鍵を握っ
ていることをみていく（図 25 － 2 参照）。

(1) インフラ
ベンチャー企業の成長を支えるインフラは次

の通りである。
・ ベンチャーキャピタル、ビジネス・エンジェ

ル、商業銀行などによる新規起業への資金
拠出

・ 法律事務所、経営コンサルティング会社な
どによる法的支援と質の向上

・ 健全な規制枠組み、調達手続き、会計規則、
専門職団体などによる商取引の透明性確保
のメカニズム

・ 技術移転組織
・ インキュベーターやサイエンスパークなど

諸施設

(2) 社会環境
これらと同様に、「企業家精神」を文化的に受

け入れられるものにするための検討が必要であ
る。企業家及び機関のトップの成功事例のシグ
ナリング効果、及びこれを支える教育プログラ
ムが効果的である。
・ 企業家精神：学術研究者の態度、リスク選

図 25－ 2　成功の鍵

第 25章　企業家支援
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好性、模範（ロール・モデル）、シグナリン
グ効果

・ 目標達成に向けたアラインメント：個人、
チーム、企業

(3) 人材開発
最後に、個人の熱意がなければ新しい発想も

市場には届かない。一流の教育、メンタリング、
支援ネットワークが欠かせない。
・ チーム内の資源：補完的技能
・ 人的資本形成：知識、営業力
・ ソーシャル・キャピタル形成：担当者のネッ

トワーク、社会的スキル、売り込み

25-3　起業家支援にはどのようなインフラ
が必要か？

地域において技術クラスターの発展を促進す
る正規の制度・手法の役割について理解を深め
るためには、ケンブリッジ・クラスターの歴史
的変遷を概観しておく必要がある。

新規起業の支援施設：インキュベーター
新興企業は、その事業を立ち上げるための物

理的な場所が必要である。インキュベーターや
サイエンスパークは、そのニーズを満たすもの
であり、利用するスペースや期間も比較的柔軟
に対応できる。さらに、事業相談、事務サービス、
事業計画作成、メンタリング、ネットワーク構
築などのサービスも受けることができる。

研究活動に相乗効果をもたらすサイエンスパーク
研究活動には、情報・知識の緊密なやり取り

が欠かせない。サイエンスパークとは、研究志
向の強い企業同士が近くに事務所を構えて相乗
効果と研究施設の共有を図るものである。核と
なる大学や研究機関と連携して、サイエンスパー
クが整備されることが多い。

写真 25－ 1

技術移転組織
大学・研究機関は、企業家を対象に技術移転

組織（Technology Transfer Organizations）を
整備しており、企業家は大学・研究機関の技術
を利用して事業活動を行うことができる。

ベンチャーキャピタル・ファンドとビジネス・
エンジェル

ベンチャーキャピタル・ファンドとは、新興
企業に特化した株式ファンドである。ほかの投
資家から資金を集め、新興企業の株式に投資す
る。投資先の経営に深くかかわることも多い。

ビジネス・エンジェルとは、新興企業に投資
する資金力のある個人であり、自らが企業家で
ある場合も少なくない。経験の少ない企業家に
はメンタリングも行う。

企業家を対象にしたネットワーク支援組織
企業家は、事業を起こす上で様々な機関の

支援を必要とする。ネットワーク支援組織
（Networking Organizations）は、ほかの企業家、
ベンチャーキャピタル、ビジネス・エンジェル、
メンター、潜在的なビジネス・パートナーを含
めたネットワークづくりを支援する。
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